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川崎市政の推進につきましては、日ごろから格別の御高配をいただ

き厚く御礼申し上げます。  
本市では、これまで新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」を

市政の基本方針として、その実現に向けた取組と「行財政改革プラ

ン」の取組の緊密な連携を図りながら、川崎再生の基本的な道筋を

つけてまいりました。そしてこのたび策定した新総合計画の今後３

年間での具体的な取組を定める「第３期実行計画」と「新たな行財

政改革プラン」により、本市のまちづくりの基本目標である「誰も

がいきいきと心豊かに暮らせる持続可能な市民都市かわさき」の実

現を目指して、川崎再生から「新たな飛躍」に向けた取組を推進し

てまいりたいと考えております。  
このたび発生した東日本大震災やそれに起因する原子力発電所災

害は、日本経済への影響はもとより、日本社会全体に大きな影響を

及ぼす未曾有の大災害となりました。また、少子高齢化の進展への

対応なども急がれるところであり、国全体が極めて厳しい状況に直

面しております。  
こうした状況から一刻も早く立ち直るためには、基礎自治体が、災

害に強いまちづくりや、都市の再生、環境問題や少子高齢社会への

対応など緊要な施策に重点的に取り組むとともに、地域にふさわし

い形で自主的・自立的なまちづくりを推進していく必要があります。 
そのため、国と地方の役割分担を明確にした上で、地方が担うべき

分野については国の関与を廃すとともに、財政面においても地方が

自立できるよう税源移譲を進めることが不可欠であります。  
平成２４年度には、地域主権推進大綱の国会提出も予定されており

ますが、本市では、地方税財源の充実確保などについてもここに提

案いたしますので、国においては、これら地方の意見を尊重し真の

分権型社会の実現に向けた改革を精力的に進めるよう強く要請いた

します。  
また、改革が達成されるまでの間は、本市の事務事業の推進にあた

り国の適切な財政措置が必要な分野も多くありますので、平成２４

年度国家予算編成において適切な措置を講ずるよう要請いたします。 
 
 平成２３年７月  

川崎市長 阿 部  孝  夫    
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    平成２４年度 

  重 点 要 請 項 目 に つ い て 
 

本市では、このたび平成２３年度からの新総合計画「川崎再生フロン

ティアプラン」第３期実行計画を策定しました。この第３期実行計画は、

本市における当面の人口増への対応、少子高齢化の進行や人口減少期へ

の転換を見据えた中長期的なまちづくりの方向性を踏まえた取組、災害

に強いまちづくりへの取組、社会経済状況の変化等に的確に対応した取

組、これまでの取組により出てきた芽を育て、しっかりと根を張るよう

な取組を進める、川崎再生から次なる飛躍に向けた３か年の計画として

います。 
こうした中で、地域にふさわしい自主的・自立的なまちづくりを進め、

豊かで暮らしやすい社会をつくるためには、国・県に依存しない自治体

運営を可能とする真の分権型社会の実現に向けた改革が是非とも必要

です。 

また、真の分権型社会の実現に向けた改革は、明治以来の中央集権体

質から脱却して国と地方公共団体が対等の立場で対話ができる新たな

パートナーシップの関係へと抜本的に転換することにより、国のかたち

を変え、国と県と市町村の三層構造により生じる重複の無駄を省く重要

な改革でもあり、その推進は緊要な課題です。 

国は、地方の声に真摯に耳を傾け、真の分権型社会の実現に向けた改

革の推進に不退転の覚悟で取り組むべきですので、地方税財源の充実や

事務配分に応じた税財源の確保、国庫補助負担金の改革、さらに、生活

保護制度の抜本改革などについて重点的に要請します。 

また、東日本大震災を受けて、市民の生命財産を守る地震防災対策や、

放射性物質対策に関する対応及び今後の日本の成長戦略を支える取組

や臨海部再編整備の推進などに係る財政措置についても重点的に要請

します。 
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東日本大震災を踏まえた防災基本計画の 

見直しについて    

  【内閣府・国土交通省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 要請の背景 

○ 首都圏においても東海地震や関東直下型地震発生の切迫性が指摘されています。

首都圏で大規模地震が発生した場合、国の機関を始め、首都圏の大都市機能が停滞

することによる発災時の初動対応や復旧対策の遅れが懸念されるところです。これ

までの首都圏近郊間での防災協力体制の枠組を越える、東北、中部、関西地方等と

の広域的なブロック間での更なる防災協力体制の強化や、首都圏防災対策の総点検、

及びそれに基づく大規模災害対策の強化が必要です。 

 

【津波対策について】 

○ 本市では、元禄関東地震では１．５ｍ、大正関東地震では１ｍの津波を計測した

とされていますが、今回の東日本大震災では１．６ｍの異常高潮位を観測していま

す。 

○ 東海、東南海、南海地震など、海溝型大規模地震が連動して発生した場合などに、

本市は、これまでも震災対策を進めてきたところであるが、従来の想定を大きく

上回ったこの度の震災を踏まえ、さらなる震災対策を早急に講じていかなければな

らない。その被害を最小限にするため、地域防災計画の見直しができるよう、国に

おいては、今後、東海・東南海・南海地域などで発生が予想される大規模地震の被

害想定を早急に策定したうえ、津波対策や液状化現象等への対応を含む、防災基本

計画の見直しを速やかに行うこと。 
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従来想定されていた津波の高さを上回る可能性があります。 

○ 本市では、臨海部に日本有数の石油コンビナートを擁しており、石油コンビナー

ト被害を最小限にする事前の対策について、早急に検討する必要があります。 

 

【液状化現象等について】 

○ 東日本大震災では、東北地方から関東地方までの震度５強以上を観測した地域 

を中心に広範囲で液状化の被害が発生しましたが、被害を受けた地点と隣接してい

るにもかかわらず、まったく被害を受けていない埋立地もあることから、科学的根

拠に基づく液状化現象の原因究明が喫緊の課題です。 

○ 本市では、埋立地である東扇島を中心に被害が発生したことから、石油コンビナ

ート地域を含む臨海部地域を中心とした液状化による被害への対応について、早急

に検討する必要があります。 

○ また、本市内には、宅地耐震化推進事業として抽出した大規模盛土による造成地

が約２，５００か所あり、平成１９年度から第２次スクリーニング調査を実施し盛

土造成地の安定性などを調べています。 

○ その結果、仮に、対策工事が必要となった場合には、現行の宅地耐震化推進事業

は、基本的に住民負担が工事費の１／２となっており、住民の合意形成は困難であ

ることなどから、対策を進めていくためにはさらなる対応策を検討する必要があり

ます。 

 

 この要請文の担当課／総務局危機管理室企画調整担当 TEL 044-200-2793 
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石油コンビナート等における安全対策及び 

災害対応力の強化について 

【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

■ 要請の背景 

○ このたびの東日本大震災では、各地の石油コンビナート地区に地震・津波による被

害が発生しました。本市のコンビナート地区に同規模の災害が発生した場合における

危険物施設の被害を軽減するために、大量の危険物を貯蔵する屋外貯蔵タンクの損傷、

滑動、漂流等を防ぐための対策の検討、屋外貯蔵タンクに係る地震対策の強化に係る

技術基準の確立、地震・津波で消火設備等が不能になった場合の有効な防災対策など

の検討が求められています。 

 

○ 特に、旧基準で設置された容量１，０００キロリットル以上の屋外貯蔵タンク（総

数４８４基）は平成２５年１２月３１日までに、容量５００キロリットル以上の屋外

貯蔵タンク（総数２５１基）は平成２９年度末までに、それぞれの現行の耐震性基準

に適合させる必要がありますが、タンク本体の耐震対策及びタンク地盤の液状化対策

の改修状況は、下表のとおりとなっています。 

平成２３年５月２５日現在 

屋外タンクの容量 改修状況（耐震性基準の適合率）

１，０００キロリットル以上 ８８．４ ％ 

５００キロリットル以上１，０００キロリットル未満 ３９．８ ％ 

このことから、事業者に対し、屋外貯蔵タンクの早期改修等に向けて積極的な指導

を行っているところですが、万が一、市内において大規模地震が発生した場合には、 

１ 石油コンビナート地区における危険物施設の安全対策の強化を講ずること。 

２ 石油コンビナート火災に対応した消防車両及び資機材の整備について、必要な財

政措置を講ずること。 
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これら耐震性基準を満たさない屋外貯蔵タンクからの危険物の流出や、さらには、

津波等による広範囲にわたる危険物災害が発生する可能性があります。 

大規模地震時における石油コンビナート地区の危険物施設について、さらなる安

全対策の強化が急がれます。 

 

○ このたびの東日本大震災では、各地の石油コンビナート施設で火災が発生し、本

市からも緊急消防援助隊を現地に派遣し、消 

火活動の支援をしてきたところです。本市に 

おいても同様の火災が発生する恐れがあるこ 

とから、これらに即応するためにも、さらに 

消防車両及び装備品を充実強化する必要があ 

ります。 

 

○ 平成１５年９月に発生した北海道十勝沖地震では、北海道苫小牧市で石油コンビ

ナート火災が発生し、消防庁長官からの要請により泡消火薬剤を提供、緊急消防援

助隊を現地に派遣するなどして、消火活動に協力したところです。このような過去

の経験を踏まえ、石油コンビナート火災で被害 

を軽減させるためには、消防力の整備指針で求 

められている水準の泡消火薬剤の備蓄では不十 

分であり、真に必要な量の泡消火薬剤を備蓄し、 

さらに初動体制を強化する必要があります。 

 

（千葉県市原市での火災状況） 

（北海道苫小牧市での火災状況） 

この要請文の担当課／消防局総務部庶務課   TEL 044-223-2512 

         ／消防局予防部危険物課  TEL 044-223-2738 

         ／消防局総務部施設装備課 TEL 044-223-2553 
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放射線対策の充実強化について 

  【内閣府・厚生労働省・環境省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
           

■ 要請の背景 

○ 本市では、東京電力福島第 1 原子力発電所の事故により、市民の放射線被害に対

する不安感が高まっていることから、３月１５日より大気の放射線を測定し、その

後、水道水や農産物等の検査を実施してきました。さらに、６月１０日からは、市

内の保育園、幼稚園、学校、公園の放射線の測定を行ってきました。 

○ しかしながら、放射線の測定方法や安全性確認のための基準、とりわけ乳幼児や

子どもを対象とした基準がないことから、対応に苦慮しているところです。本市で

は現在、文部科学省が目指すこととしている一般公衆の年間線量限度（１ミリシー

ベルト以下）をもとに時間あたりの大気中の放射線量の目安を算定し、運用してい

ますが、大気を含め、土壌、水質などの安全基準を国において早急に策定すること

が求められています。 

○ また、放射線の測定に関する検査機器は高額であり、長期的に検査精度を維持し

ていくための機器の保守管理に多額な費用が発生することから、継続的に大きな財

政負担が生じます。 

○ 農畜産物の検査に際しては、現状では検査検体の収去により行っていますが、事

故に伴う検体の提供にあたっては、当該検体を買い上げるなどの措置の検討が必要

です。ついては、国がその費用の負担も含め、一定の考え方を示す必要があるもの

と考えます。 

○ 加えて、放射性物質の付着が確認された廃棄物及び焼却灰の処理については法律

上の規定が無いため、安全性の確認や処理の方法等について統一的な基準の策定が

必要です。 

１ 市民の生命・身体を守るため、様々な放射線対策の充実強化を早急に進めること。

２ 放射線に関する統一的な測定方法、安全基準を策定し、公表すること。 

３ 放射線測定の検査体制の整備等、放射線対策に要する費用は、国が全て負担する

こと。 

４ 放射線測定により、放射性物質の付着が確認された廃棄物及び焼却灰の処理方法

及びその基準を策定し、公表すること。 
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 放射線の測定に関する現状の問題点及び課題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

測定結果や測定方法に関する統一した基準がないことによる問題点等 

（評価基準について） 

○ 環境中の大気、土壌及び水質には放射線に関する評価基準がないため、測定しても健康影

響に関する評価が困難である。こうした中で、一部の自治体では、対策等の目安とする基

準値を独自に設定している。 
⇒ 本来は、国による統一した基準によって評価するべき 
（測定方法について） 

○ 現在、多くの自治体で、学校、保育園、公園等において地表面付近の空間放射線量を測定

しているが、自治体ごとに測定機器や地表面からの測定ポイントの高さが異なっている。 
⇒ 本来は、国による統一したマニュアルに基づいて測定を実施するべき 

測定機器の整備及び監視体制の充実 

○ 原子力発電所等の事故による放射性物質の漏洩は、広域的に影響を及ぼすおそれがあるこ

とから、国において監視体制のさらなる充実を図ることが重要 
⇒ 本市を含む周辺地域においても、国の全額負担により、空間放射線量のモニタリングポス

トの増強を図るとともに、市民ニーズを踏まえて土壌の核種分析を実施するべき 

厚生労働省・農林水産省
○食品に関する基準の早期制定 

暫定規制値について随時見直しを行い、
緊急時の基準からより安全性を重視し
た基準に早期に移行 

 

 

 
対象品目や産地、検査時期を含め管理した
計画的検査を実施する。 

食品の放射能濃度の長期継続的な検査体制 

○長期継続的な計画検査の
実施とそれに伴う自治体
経費などの負担 

○検査結果に基づく情報を
消費者などに発信 

自治体（生産地・消費地）
○国の計画に基づく検査の実施 

生産地の出荷時検査と消費地での流通
時検査を実施 

○規制値を超える食品に対する措置 
自治体間の連絡により回収等の措置を
実施 

地方衛生研究所
○検査機器整備費用（国負担） 

ゲルマニウム半導体検出器など測定
機器整備 

○検査に係る経常的経費（国負担） 
校正用線源の更新 等

消費者など
○消費者などへの情報開示 
生産地と消費地の双方による検査の実施
と、一定以上の検査件数を継続して確保す
ることにより、情報の信頼性が高まり、風
評被害の防止と食の安心につながる。 

生産者・販売者 
○検査検体の提供（有償） 

震災に伴う原子力発電所の事故により生産
者の意思によらず汚染を受けたものである
ため、検査検体については買上げで行う。 
対象品目及び産地を国が計画的に設定のう
え買上費用を負担 

この要請文の担当課／総務局危機管理室企画調整担当 TEL 044-200-2793 
         ／健康福祉局健康安全室     TEL 044-200-2445 
         ／環境局環境対策部環境対策課  TEL 044-200-2546 

／環境局施設部処理計画課    TEL 044-200-2589 
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放射性物質が検出された下水汚泥等の 

取扱いについて    

  【内閣府・国土交通省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 東日本大震災に伴う原子力発電所からの放射性物質の放出により、東日本を中心

に各地で下水汚泥等から放射性物質が検出され、下水汚泥等の資源化・最終処分が

できない状態となっています。これを受け、国より平成２３年６月１６日に【放射

性物質が検出された上下水処理等副次産物の当面の取扱いに関する考え方】が示さ

れましたが、検討すべき課題が多く、資源化や最終処分地の確保には未だに至って

おらず、下水汚泥等の管理に伴う追加的負担が発生しています。 

○ 本市における下水汚泥等からは、５月１３日に試料を採取、分析して以来、現在

まで、放射性セシウムが検出され続けています。 

○ 放射性物質が検出された汚泥焼却灰は、６月末現在で約５８５トンに達しており、

入江崎総合スラッジセンターの汚泥焼却施設内などに、適切に保管しておりますが、

周辺住民からは不安の声が多数寄せられています。 

○ 施設内における保管場所の確保が困難となっているため、別の候補地を検討して

いますが、適切な運搬や管理を行うためには、相当の経費が必要となります。 

１ 放射性物質が検出された下水汚泥等の円滑な資源化・最終処分について、さらな

る対策を講ずること。 

２ 資源化・最終処分が可能となるまでの間の保管に係る経費や、通常の処分以上に

要する経費に対しては、必要な財政措置を講ずること。 

-10-



 
 
 
 

（数値は放射性セシウム合計） 
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この要請文の担当課／上下水道局下水道部下水道計画課 TEL044-200-2886 

入江崎総合スラッジセンターにおける下水汚泥焼却灰の放射能測定結果 

入江崎総合スラッジセンターにおける下水汚泥焼却灰の保管量 
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地方税財源の充実確保について 

【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 真の分権型社会の実現に向けた改革では、国と地方が分担すべき役割を明確にし、

地方の自主性及び自立性を高めるとともに、新たな役割分担に即した国と地方の税

源配分への見直しなどを、国と地方が対等な立場で十分な議論を行いながら進め、

国に依存した財源の規模を縮減し、地方自治体の財政運営の自由度を高めるととも

に、国・県・市町村の三層構造による重複の無駄を省く国全体の構造改革を進める

ことが重要であります。 

○ 地域主権戦略大綱では、国から地方への税源移譲の実現に向けた具体的な方策が

明確に示されていません。権限移譲だけでなく、それを裏付ける税源移譲について

も、地方を含めて徹底して議論し、早急に明確化することが重要であります。 

１ 地方の意見を尊重し、真の分権型社会の実現に向けて精力的に取り組むこと。 

２ 国と地方の「税の配分」が６：４であるのに対し、「税の実質配分」は２：８と

逆転している。消費税などの基幹税からの税源移譲を行い、「税の配分」をまずは

５：５となるようにすること。さらに、国と地方の新たな役割分担に応じた「税の

配分」となるよう、地方税の配分割合を高めること。 

３ 国庫補助負担金は、国と地方の役割分担を明確化したうえで、真に国が義務的に

負担すべき分野を除き廃止し、税源移譲を行うこと。なお、地域自主戦略交付金は、

税源移譲までの経過措置とし、税源移譲に向けた工程を明確にすること。 

４ 国が負担すべき分野については、必要な経費全額を国が負担し、国庫補助負担金

の一方的な削減等、単なる国から地方への負担転嫁を行わないこと。 

５ 国直轄事業負担金は早期に廃止すること。また、現在行っている国直轄事業を地

方へ移譲する場合は、必要経費全額を税源移譲により措置すること。 
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事 業 名 国直轄事業費 
国直轄事業に対する

川崎市の負担額 

川崎市の 

負担割合 

国  道 2,043 794 39 ％
整備 

港  湾 227 47 21 ％

計 2,270 841 37 ％

この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183 

（単位：百万円）  国直轄事業に対する川崎市の負担  

※ 負担額は平成 21 年度決算に基づく

※ 維持管理分を除く 

　

　

43兆2,309億円
　　56.4％

33兆4,037億円
　　43.6％

地　方　税

国　　税

　64兆9,088億円
　　  84.7％

11兆7,258億円
　　　　15.3％国

地　　方

 地　 方　 税 33兆4,037億円

： 税
源
移
譲

総額 76兆6,346億円

地方税

国 税

地　方

国

５
　
　
：
　
　
５

地方税

国　税

地方の

役割

国の役割

税の配分 税の実質配分 税の配分 税の実質配分 役割分担

《現　状》 《まずは》 《さらに》

国・地方における租税の配分状況（平成23年度）

真の分権型社会の実現

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担

に応じた「税の配分」

総額 76兆6,346億円

税の配分

税の配分の
抜本的な

是正が必要！

さらなる
税源移譲

 地方交付税 17兆7,972億円
 地方譲与税   2兆1,749億円
 国庫支出金 12兆1,745億円
 国直轄事業
 負担金　            △6,415億円

４

６

：

８

２

地方消費税の
配分割合の

大幅な引上げなど
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社会保障と税の一体改革について 

                 【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

■ 要請の背景 

○ 昨今の少子高齢化の進展、人口減少社会の到来、核家族化の進行などにより、社会

保障サービスに対する住民の需要は多様化し、社会保障制度を支える基礎自治体、と

りわけ人口の集中する指定都市の役割はますます高まっています。  

○ 政府、与党においては、「社会保障と税の一体改革」について検討が進められ、７

月１日、「社会保障・税一体改革成案」が閣議了解されました。  

○ 持続可能な社会保障制度の構築にあたっては、サービス給付を担う地方の意見を反

映させることが不可欠であり、今後とも、地方との十分な協議が必要です。  

１ 社会保障改革に伴う費用推計にあたっては、地方単独事業を含めた社会保障サー

ビス全体として給付と負担に関する把握を行い、国・地方を通じて安定的な財源を

確保すること。 

２ 社会保障サービスは、国及び地方で提供されていることを踏まえ、消費税を引き

上げる際には、国の不足分のみに充てることなく、地方消費税・地方消費税交付金

の拡充を図り、地方行政を安定的に運営するための財源を確保すること。 

３ 消費税を目的税化する場合においては、現状その一部が地方固有の財源である地

方交付税の原資という現状を十分踏まえ、地方行政の運営に必要な地方交付税の総

額を確保すること。 
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川崎市23年度予算額（単位：百万円）

予防接種 996 2,105

がん検診 146 1,193

保健所経費 81 100

母子・乳幼児 454 836

児童福祉 2,430 2,730

保育所経費 453 17,552

老人福祉施設 108 1,345

障害者医療 9,188 467

生活保護 14,127 8

国民健康保険 6,152 531

計 34,135 26,867

養護老人ホーム、軽費老人ホーム等

その他障害者医療費

福祉事務所（ケースワーカー等）

保険料軽減

特養、老人保健施設の入居費用（介護保険施設）
（保険料50％、国20％）

自立支援医療費（特定の医療費を自己負担
１割水準まで軽減）（国１／２）

生活保護扶助（国３／４）

国・地方の定率負担（保険料50％と国43％）

一般的保健所経費

妊婦健診（５回分）・乳幼児健診

児童相談所、乳幼児医療費

公立認可保育所、認可外保育所、保育料軽減

肝炎検査、ＨＩＶ検査等特定業務（国１／２）

母子手帳・乳幼児家庭全戸訪問、
妊婦健診（９回分）（国１／２）

子ども手当（国定率負担）、
児童扶養手当（国１／３）

私立認可保育所（国１／２）

国庫事業補助裏負担分 市単独事業分

予防接種による健康被害（国１／２）

子宮頸がん、乳がん（国１／２）

予防接種自体（インフルエンザ等）

胃がん、肺がん、大腸がん等

一体的な社会保障サービスを提供するための地方単独事業
（代表的なもの）

法令等により義務づけられた事業

（国民皆保険、医療機会の確保）
　○ 国保保険料引き下げ
　○ 病院事業会計負担金・補助金・繰入金

全国的に展開されている事業

（医療費の軽減）
　○ 乳幼児医療費助成
　○ 障害児（者）医療費助成
　○ 母子（父子）家庭医療費助成
　○ 難病患者医療費助成 　　　　　　等

（介護・福祉等）
　○ 介護予防・地域支えあい事業
　○ 介護用品の支給事業
　○ 高齢者在宅支援、社会活動支援　 等

（子育て支援等）
　○ 地域子育て支援センター 　　　　等

（保育・子育て支援等）
　○ 公立保育所・幼稚園の運営
　○ 私立保育園・幼稚園運営助成
　○ 児童相談所・一時保護所の運営
　○ 放課後児童対策、児童館運営
　○ 民生児童委員の活動 　　　　　　等

（予防、健診、検診等）
　○ 予防接種（インフルエンザ等）
　○ 保健所、市町村保健センターの運営
　○ 健康診査（妊産婦、乳幼児、生活習慣病等）
　○ がん検診（胃、肺、大腸がん等） 等

（救急医療）
　○ 小児救急、周産期救急、夜間休日救急等

（生活保護、高齢者、障害者等の福祉）
　○ ケースワーカー
　○ 障害者施設、小規模作業所
　○ 障害者自立支援
　○ 養護老人ホーム、軽費老人ホーム 等

国と地方が一体として提供する社会保障サービス（代表的なもの）

この要請文の担当課／財政局財政部資金課　TEL 044-200-2183
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国庫補助負担金の改革（地域自主戦略交付金）について 

                  【内閣府・総務省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 基本的な考え方 

○ 地域自主戦略交付金の対象から除くべきもの 

 
○ 地域自主戦略交付金の総額・配分 

対象から除くべきもの 例 
全国統一の基準で取り扱うことが望

ましい、国が担うべき分野であって、

地方の裁量の余地がないもの 
生活保護、子ども手当、国民健康保険 など 

個別の事情により特定の地域に対し

交付されているもの 
電源立地交付金、石油貯蔵施設立地対策等交付

金、防衛施設に関するもの など 

重点的、臨時巨額な財政需要が必要

なもの 
災害対策、我が国の成長戦略など国策として行

うもの など 

その他 
国庫委託金、国有資産所在地市町村交付金、交

通安全対策特別交付金、その他国家補償的性格

のもの など 

総

額

・地方の安定的な財政運営に十分配慮すること。 
・国の財政再建を目的に、スリム化と称した削減は行わず、地方の施策・事業の

必要額を確保すること。 

配

分

・地域自主戦略交付金での自治体間の財政調整は行わないこと。 

・人口などをメインとしつつ、大都市特有の財政需要や権能を反映できる客観的

指標により配分すること。 

１ 地域自主戦略交付金は、あくまでも税源移譲までの経過措置とし、税源移譲に向けた工

程を明確にすること。 

２ 最終的には国と地方の役割分担を見直したうえで、地方が担うべき分野に係る国庫補助

負担金は廃止し、所要額を全額税源移譲すること。 

３ 地域自主戦略交付金の制度設計にあたっては、自治体間の財政調整は行わず、地方の施

策・事業の必要額を確保するとともに、使途については、現行補助金所管府省の枠を超え

た、地方にとって自由度の高いものとすること。 

４ 市町村への導入の際には、地方公共団体の意見を十分に取り入れるとともに、地方の予

算編成に支障を来たさないよう、早期に制度設計を行い提示すること。 
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  ○ 地方の自由度の拡大と国との関わり 

 

 

 

◇ 「地域自主戦略交付金は税源移譲までの経過措置」のイメージ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 括り方と使途のイメージ 

 
 

 

◇ 地域自主戦略交付金の対象とする国庫補助負担金（平成23年度国予算ベース） 

 
※ 指定都市市長会事務局試算によるもの。 

※ 社会保障・義務教育関係については、基本的に、全国画一的な保険・現金給付に対するものに限定して地域自主戦略交付金の対象外とするが、個別に精査する必要がある。 

自由度

の拡大 

括り方は、現行補助金所管府省の枠を超えた、一つの大きな『一括』の

交付金とし、施策分野や経常、投資の区分を設けず、地方にとって自由度

の高いものとすること。 

国との

関わり 

国の箇所付けを廃止し原則として事業計画の提出を不要とするなど、地

方への国の事前関与をできるかぎり縮小すること。 

この要請文の担当課／財政局財政部資金課 TEL 044-200-2183 

国庫補助 

負 担 金 

地方が 

担うべき分野 

国が 

担うべき分野 

必要な経費全額 

を国が負担 

 

税 源 移 譲 

地域自主戦略 

交付金 

  

・ 地方が必要とする総額 
・ を確保 
・大都市の財政需要反映 

経過措置 
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指定都市の事務配分や財政需要に応じた税財源 
の充実確保について 

                【総務省・文部科学省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 要請の背景 

○ 指定都市制度は５０年以上前に「暫定的な措置」として創設されたものでありま

すが、指定都市への事務配分は特例的・部分的であり、一体性・総合性を欠いてい

ること、道府県との役割分担があいまいであることなどにより行政運営に弊害が生

１ 真に国・道府県が担うべき事務以外は、全て指定都市の事務とするとともに、国・

道府県による関与は廃止すること。 

２ 地域の実情に応じた施策・事業を自主的かつ総合的に実施するためには、事務権

限と同時に、それを処理するために必要な経費にかかる自主財源が不可欠であるの

で、指定都市の役割分担に見合う自主財源を制度的に保障するために、大都市特例

税制を創設すること。 

３ 義務教育費国庫負担制度の見直しにあたっては、地域の実情に応じたより効果的

な教育が展開できるよう、地方に負担転嫁することなく、その所要額全額を税源移

譲すること。また、指定都市への道府県費負担教職員の給与費負担の移管にあたっ

ては、平成２２年６月に閣議決定された地域主権戦略大綱を踏まえ、学級編制や教

職員定数、教職員配置等の包括的な権限移譲を行うとともに、大都市特例税制を創

設し、移管に伴って生じる事務関係費を含めた所要額全額について税源移譲を行う

こと。 

４ 大都市には特有の財政需要があることを考慮して、消費・流通課税及び法人所得

課税などの配分割合を拡充強化すること。 
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じています。また、指定都市では事務配分の特例により道府県に代わって事務を行

っているにもかかわらず、地方税制は事務・権限等に関わりなく画一的であり、一

般市と同一の税制が適用されているなど、所要額が税制上確保されていません。 

○ 指定都市の市民は、道府県から移譲された事務について、指定都市から行政サー

ビスを受けているにもかかわらず、その負担は道府県税として納税しており、受益

と負担の関係にねじれが発生しています。 

○ 平成２２年６月に閣議決定された地域主権戦略大綱を踏まえ、道府県費負担教職

員給与費の移管の問題も含め、今後これらの移譲すべき事務に係る税源についての

措置が必要となります。 

○ 指定都市は、一般市と同様に市民に身近な基礎自治体としての役割を果たすとと

もに、人口の稠密化や産業・経済活動の集積による大都市特有の財政需要を抱えて

います。  

 

［大都市特例事務に係る税制上の措置不足（川崎市）］ 

（平成２２年度予算に基づく概算） 
              
 

 
 
 
 

        

  

 

 

 

 

 

 
この要請文の担当課／財政局財政部資金課    TEL 044-200-2183 

         ／教育委員会事務局勤労課  TEL 044-200-2721 

  

道道府府県県にに代代わわっってて負負担担ししてていいるる経経費費  
（特例経費一般財源等所要額） 同同左左税税制制上上のの措措置置  

１８０億円 

地方自治法に基づくもの 
土木出張所 
衛生研究所 

定時制高校人件費 
国・道府県道の管理等 

１３６億円 

４４億円 
 （税制上の措置済額） 

これに加え、道府県から指定都市へ新たに事務移譲・権限移譲が 
行われた場合は、所要額についてさらに税制上の措置が必要！！ 

・道府県費負担教職員給与費  約４１７億円  

税制上の措置不足額  
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川崎港の機能拡充について 

【国土交通省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■ 要請の背景 

○ 京浜三港は、世界トップレベルの港湾を目指し、国際コンテナ戦略港湾の取組を

進めるとともに、合理的な施設及び機能の配置や貨物集荷等に係る諸施策を展開し

ていることから、これら施策の財源確保が必要です。 

○ 臨海部道路ネットワークの充実による物流機能強化及び市街地と基幹的広域防災

拠点とを結ぶ緊急輸送路の確保のため、臨港道路東扇島水江町線及び関連道路の整

備を推進し、川崎港を含む京浜三港の国際競争力の強化を図ることが必要です。 

○ 市民生活や社会諸活動を支え持続的社会の実現に向け、市内から発生する一般廃

棄物・建設発生土等を適切に処分するための最終処分場の確保が求められています。 

○ 大規模災害時には東扇島東公園の基幹的広域防災拠点機能へのスムーズな機能転

換をはじめ、港湾機能の早期復旧が重要であることから、港湾における国を含めた

協働体制を早期に確立し、災害に強い港づくりを推進することが必要となっていま

す。 

１ 我が国最大の総合港湾である京浜三港の一翼を担う川崎港が、国際港湾として適

切に機能できるよう、港湾整備等に必要な財政措置を講ずること。 

２ 京浜三港の国際競争力の強化を図るため、臨港道路東扇島水江町線及び関連道路

の整備促進の財源を確保すること。 

３ 浮島２期廃棄物埋立護岸の整備に必要な財政措置を講ずること。 

４ 港湾施設の老朽化に対応した維持管理や、施設の延命化にかかる事業の拡充に必

要な財政措置を講ずること。 

５ 災害時における、国を含めた港間連携協働体制の早期確立を図ること。 
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■ 費用 

○ 平成２４年度計画事業費 約９９億円 （国費 約５０億円） 

・臨港道路（東扇島・水江町線）整備、浮島２期廃棄物埋立護岸の整備等 

■ 効果 

○ 大規模災害発生時における緊急物資輸送経路確保と支援体制の充実 

○ 一般廃棄物、建設発生土等の適正処分による快適な市民生活や都市活動の維持 

○ 国際競争力の強化及び港湾物流の効率化・高度化に対応した物流機能の強化 

○ 港湾施設の良好な維持管理 

○ 災害時の広域連携 

 

 

この要請文の担当課／港湾局港湾経営部整備計画課 TEL 044-200-3061 

 

京浜三港位置図 
要望内容 

東扇島 

扇島 

扇町 
水江町 

千鳥町 

臨港道路東扇島水江町線

港湾施設の老朽化対策（川崎港全体）

浮島町 

災害時の連携協働体制 

浮島２期廃棄物埋立護岸

災害時における 
港間連携協働体制 

国

港湾管理者 

電力通信等

ターミナルオペレータ 

陸運業 

港運会社 

海保・運輸局 

船社

パイロット 
タグ

倉庫業 

ＣＩＱ 
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臨海部地域の交通ネットワーク基盤の整備・充実について 
【国土交通省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

■ 要請の背景 

○ 本市の臨海部地域は、京浜工業地帯の中核として日本経済の発展に大きく貢献し

てきましたが、首都圏における地理的優位性や高度な研究開発機能の集積などを強

みとして、既存産業の高度化・高付加価値化や先端産業の集積・創出、物流機能の

高度化などにより活力ある地域が形成され、持続的な発展を続けています。 

○ 臨海部の交通基盤は、こうした経済・産業活動を支える上で重要な役割を担って

おり、臨海部全体の活性化や大規模災害時における交通・物流機能の確保の観点か

らも交通ネットワーク基盤の整備・充実が必要です。 

○ 特に、臨海部では内陸部への交通集中による恒常的な渋滞や沿道環境の悪化が課

題となっており、内陸部から湾岸部への交通誘導や臨海部各地区へのアクセス改善

などによる環境にも配慮した安全かつ円滑な交通機能の確保が求められています。 

○ さらに、羽田空港の２４時間国際拠点空港化や東アジアのハブポートを目指す京

浜三港の連携強化が進む中で、首都圏の国際競争力の強化を図るためには、空港、

港湾の連携軸として、国道３５７号など広域的な幹線道路ネットワークの整備が求 

１ 東京湾岸地域を結ぶ道路交通網など京浜臨海部全体の交通ネットワーク基盤の

整備・充実について、必要な措置を図ること。 

２ 羽田連絡道路の整備については、早期にルート・構造の検討を進め、国主体によ

る事業として着手すること。 

３ 羽田空港及び京浜三港の国際競争力強化等を図る即効対策として、高速湾岸線等

の料金を大幅に引き下げるとともに、扇島から直接、高速湾岸線へアクセス可能と

なるようインターチェンジ等を設置すること。 
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められていますが、一方で、その整備には膨大な事業費と長い期間を要することから、

既存の社会資本を活用し、早期に効果が発現される取組が必要であると考えます。 

○ また、昨年１０月に再国際化された羽田空港では、空港と周辺地域や後背地とを連結す

る交通ネットワークの強化が求められており、とりわけ空港利用者の利便性向上のため

神奈川方面からの空港アクセスの改善が急務となっています。 

■ 効果等 

○ 東京湾岸地域との連携強化 

○ 京浜臨海部や空港周辺の一般道路交通の整序化 

○ 空港へのアクセス改善 

○ 沿道環境の改善 

○ 災害対応能力の向上 

 
この要請文の担当課／総合企画局神奈川口・臨海部整備推進室 TEL 044－200－2547 

建設緑政局計画部広域道路課      TEL 044－200－2039 

大崎 

五反田 

品川 臨海 

副都心 

鶴見 

新川崎 

小杉駅 

周辺地区 

川崎駅 

周辺地区

殿町３丁目地区 

浜川崎駅周辺地区

2010.10 

羽田空港再拡張・国際化

東京港 

川崎港 

横浜港 

中央環状品川線（大橋～大井）

国道 357 号（東京港 TN）

東京港臨港道路Ⅱ期 

羽田連絡道路 

臨海部幹線道路 

国道 357 号（未整備） 

川崎縦貫線（殿町～大師）

2010 年 10 月供用開始

川崎縦貫道路Ⅱ期

横浜環状北線（港北～生麦） 

大井 JCT

殿町出入口 大師 JCT 

生麦 JCT 

扇島ＩＣ（未整備）

高速湾岸線 
臨港道路 東扇島水江町線

2016 年度 完成予定 

凡  例 

市内の拠点地区       

隣接都市の拠点 

基幹的広域防災拠点 

自動車専用道路（事業中及び検討中） 

一般国道（事業中及び検討中） 

その他幹線道路（事業中及び検討中） 

鉄道（計画） 

横浜 

都心 

国道 357 号（未整備）

川崎アプローチ線

東海道貨物支線 

東扇島 
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殿町３丁目地区を中心とする国際競争拠点の 

整備推進と国際戦略総合特別区域の指定について 

【内閣府・文部科学省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

■ 要請の背景 

○ 首都圏には、我が国を代表する先端技術や高度なものづくり技術を有する企業や

研究開発機関が集積されており、今後においても国際競争力の強化に資する多様な

資源を活かし日本の経済を牽引する重要なエリアです。 

○ この首都圏の中心に位置する川崎臨海部については、殿町３丁目地区を中心に、

羽田空港の２４時間国際拠点空港化の効果を最大限に発揮し、首都圏全体の活性化、

さらには我が国の国際競争力の強化に資するため、ライフサイエンス・環境分野の

高度な先端技術を有する研究機関・企業等が集積した研究開発拠点の形成や、国際

拠点空港の補完機能としての臨空関連産業等の集積による拠点形成を目指してい

ます。 

○ とりわけ、先端医療開発特区を中心とするライフサイエンス分野の取組について

は、神奈川県・横浜市とともに、総合特別区域法に基づく国際戦略総合特別区域の

指定を受け、研究から製品化まで一体的な取組による国際競争力の強化に資する研

究開発拠点の形成を目指しています。 

１ 殿町３丁目地区を中心とするライフサイエンス・環境分野の研究開発拠点整備に

ついての必要な財政措置を講ずること。 

２ ライフサイエンス・環境分野の産業集積を図るため、先端的な研究開発に取り組

む中小企業やベンチャー企業等の進出支援をするとともに、関連する国や大学等の

公的研究機関の誘導について特段の配慮を図ること。 

３ 我が国の国際競争力強化のため、先端医療開発特区の取組を核に研究開発・関連

産業の立地や集積を推進するよう研究資金等の重点化・集中配分を図ること。 
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■ 効果等 

○ 首都圏経済の活性化・我が国の国際競争力の強化 

 ○  研究開発・臨空関連機能の集積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライフサイエンス分野の国際競争拠点整備のイメージ図 

この要請文の担当課／総合企画局神奈川口・臨海部整備推進室 TEL 044-200-3738

殿町地区の位置図 
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ナノ・マイクロ理工学分野における産学官共同研究

拠点の形成促進について 
【文部科学省・経済産業省】 

■ 要請事項 

 

■ 要請の背景 

○ 「新川崎・創造のもり」地区においては、慶應義塾大学、早稲田大学、東京工業

大学、東京大学からなる「４大学ナノ・マイクロファブリケーションコンソーシア

ム」が活動拠点を設け、川崎市との連携のもと、先端研究設備等を活用したナノ・

マイクロ理工学分野の先端研究開発を実施しています。 

○ また、平成２４年度にはクリーンルームを完備した産学官共同研究施設が竣工し、

先端計測機器等の共同利用も開始されることから、ナノ・マイクロ理工学分野の企 

業、研究者がこれまで以上に集積し、新技術の開発が進むことが期待されます。 

○ これからは先端研究開発の成果を地域産業界と連携して新産業・新事業の創出に

つなげ、地域経済の活性化、さらには我が国のものづくり力を継続的に高めていく

イノベーションを創出することが求められています。 

○ このようなことから、本拠点に企業等を対象とした教育・人材育成機能、企業の

成長を支援するインキュベーション機能、最先端の研究機器を活用した産学共同研

究機能等を整備し、川崎市のみならず首都圏全体の産業イノベーションを創出する

ため、大学がもつ先端研究の成果や高度な知識を地域産業界に移転する橋渡し、主

体間のコーディネートを行う事業への財政措置や関係機関の立地が必要です。 

 ナノ・マイクロ理工学分野の研究成果を産業化に結びつけ、我が国経済を牽引する

首都圏全体の産業イノベーションを創出するためには、「新川崎・創造のもり」地区に

おいて産学官共同研究拠点の形成促進を図ることが必要であることから、大学等と企

業の橋渡しを行うコーディネート事業に対する財政措置や産学連携を推進する機関の

立地など、産学連携による先端研究開発への支援を講ずること。 
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■ 効果等 

○  地域産業界におけるものづくり力の基盤技術を継続的に高度

化するとともに、幅広い分野での産業イノベーションを創出し、

「新成長戦略」の実現に大きく貢献します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ の 要 請 文 の 担 当 ／ 総合 企 画 局 創 造 の も り ・大 学 連 携 担 当  TEL 04 4-200 -3 712

【イノベーションの促進のための接点の創出】

技術・製品
開発のニーズ

企業大学・研究機関

基礎的・科学的
技術シーズ

ナノ･マイクロ技術を活用することにより、地域産業界のものづくり力の基盤技術を継
続的に高度化するとともに、幅広い産業分野での産業イノベーションの創出を実現

ナノ・マイクロ理工学分野における産学官共同研究拠点の形成

オープンイノベーションの推進による効果的・効率的な新技術・新製品開発の実現

企業のプロダクトイノベーションを効果的に促進するため、大学等の優れた技術シーズと企業の産業技術を
繋ぐオープンイノベーションの仕組み（研究環境、コーディネート機能等）が必要

両者の接点となる
オープンイノベーションの拠点

産業イノベーションの効
果的な創出を実現するた
め、大学と企業の技術の
橋渡しやコーディネート
が重要

橋渡し 橋渡し

産学官共同研究拠点【【拠点の特徴拠点の特徴】】

【【主な先端研究（開発）プロジェクト主な先端研究（開発）プロジェクト】】

〇拡張ナノ空間を利用した基盤・応用技術

〇ライフイノベーション（高度医療診断分析装置のパーソナル化）

〇エネルギーイノベーション（環境負荷提言デバイス材料・システム化技術）等

・ 750㎡のクリーンルーム、実験スペースを整備し、企業等に開放

・４大学コンソーシアムの有する最先端研究機器を企業等に開放

・ラボ仕様、オフィス仕様の居室を整備し、産学共同研究を促進

【【拠点の拠点の機能機能】】

教育・人材育成機能

企業等を対象としたマイクロ・ナノスクールの実施
など

インキュベーション機能

さらなる企業の集積に向けて、企業の育成並びに
成長を支援

共同研究機能
新産業の創出に向けた産学共同研究の推進

機器共同利用機能

加工・試作、計測・評価まで可能な最先端機
器の共同利用

コーディネート機能

・企業や大学等の各主体間
の連携の促進

・企業のニーズや技術レベ
ル を 踏 ま え た 支 援 メ
ニューへの誘導

国の支援

拠点の機能を高め、首都圏全体の
産業イノベーションを創出
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生活保護制度の抜本的改革について    

  【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

■ 要請の背景 

○ 生活保護制度は、生活保護法第１条の規定により、憲法第２５条の理念に基づき、

国が国民に健康で文化的な最低限度の生活を保障するものであり、国の責任におい

て全国一律に実施する制度です。したがって、本来的には国がその費用の全額を負

担するべきものです。 

○ 制度の制定から６０年以上を経過し、そのため社会経済構造の大きな変化に充分

対応できなくなっているなど、制度疲労を起こしています。 

○ 指定都市市長会から「社会保障制度全般のあり方を含めた生活保護制度の抜本的

改革の提案」において、また、全国市長会から「生活保護制度に関する重点提言」

において生活保護の適正化にむけて必要な法改正等、抜本的な制度の見直しの取り

組みについて提案しています。 

 

■ 費用 

○ 生活保護扶助費推移                   (単位：億円) 

H21予算 H22予算 H23予算
扶助費 450 510 570
　　うち国負担 334 380 424
　　うち市負担 116 130 146
　　市負担対前年増加率 +12.1% +12.3%  

 制度疲労を起こしている生活保護制度を時代に即したものとするため、抜本的な

改革に取り組むこと。 
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平成18年度
平成19年度

平成20年度
平成21年度

平成23年2月

全国

川崎市

政令市平均

18.5
17.4 18.0

19.8
22.2

17.9 17.7 17.8 19.2
21.4

11.8 12.1 12.5 13.8 15.8

0

5

10

15

20

25

全国・政令市・川崎市の保護率推移（各年度平均）

全国

川崎市

政令市平均

‰

435,956

254,292

563,061 99,592

52,373 252,688

171,978

41,627

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 1,200,000 1,400,000

平成21年度

平成７年度

世帯数

高齢者世帯

母子世帯

障害・傷病者世帯

その他世帯

保護世帯数の推移

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

世帯数

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

   
  

  集中的かつ強力な 

    就労支援 

 

     稼働可能層 

 

   就労による自立が 

     困難な人 

 

      《現在の制度》                   《あるべき制度》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

稼 

働 

世 

代  
 

高
齢
者

ボーダーライン層 
雇用・労働施策 

(生活保護に優先する制度) 

年金制度と整合する 

生活保障制度 

就
労
自
立 生

活
保
護
制
度 

生
活
保
護
制
度 

制
度
の
抜
本
改
革
が
必
要 

高齢者 

生活保護 

合計 

600,980世帯 

この要請文の担当課／健康福祉局地域福祉部保護指導課 TEL 044-200-2643 

本市では、保護世帯・人員ともに 急増！ 

予算額（H22→H23）も 60 億円増加 

合計  
1,270,588世帯

大都市の保護率

が全国を大きく

上回る！ 

政令市平均の数値は

神戸市調べによる。 

世帯類型別保護世帯数の推移（全国） 

生活保護制度の抜本的改革 

その他世帯が４倍に！ 

※H22.10.20指定都市市長会提案資料から抜粋 
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子育て家庭への手当支給制度について 

【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

■ 要請の背景 

○ 平成２２年４月から始まった子ども手当制度は時限立法によるものであるため、

政府は国会に内容を拡充した平成２３年度法案を提出しましたが、成立が困難にな

り、暫定的に平成２２年度と同じ制度を６か月間延長する措置がとられました。 

○ 平成２３年１０月以降の制度運営については、見通しが立たない状況であり、子

育て家庭への手当支給が不安定な状態が長期化する事態は、制度の趣旨からも避け

る必要があります。また、制度変更が度重なればその都度執行体制の変更を行うこ

ととなり、地方にとって多大な負担を伴います。今後は、安定した制度となるよう、

国と地方が十分な意見交換の上、中長期的ビジョンに立った法整備を図ることが必

要です。 

１ 平成２３年１０月以降の子育て家庭への手当支給制度を早急に決定すること。 

２ 次世代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で応援するのは国の責務であること

から、全額国庫負担とすること。 

３ 子育て家庭を経済的に支援する手当の制度設計にあたっては、国と地方の役割分

担とその理由を明確にするとともに、国と地方の十分な意見交換の場を設け、市民

生活に混乱を招くことのないよう、安定した制度実施に向け中長期的ビジョンに立

った法整備を図ること。 

４ 子育て家庭への手当支給の財源に、諸控除の見直しに伴う住民税の増収分を充て

るとされているが、地方固有の自主財源である住民税の使途を国が一方的に限定し

ないこと。 
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○

【平成２３年９月まで】 【平成２３年１０月から】

子 ど も 手 当
《全額国費》

国 地方

　子ども手当に関する平成２１年１２月２３日付け４大臣合意文書並びに平成２２

年１２月２０日付け５大臣合意文書では、住民税の扶養控除廃止による増収分を最

終的に子ども手当の財源として活用することが記載されています。地方固有の自主

財源である住民税は、地方の裁量と創意工夫により使われるべきものであり、国が

決めた施策事業のため、一方的に使途を限定することがあってはなりません。

国
費

地方
負担

事
業
主

児 童 手 当

子 育 て 施 策

子ども手当等について（イメージ図）

　住民税は地方固有の自主財
源です。扶養控除の見直しに
伴う住民税の増収分を一方的
に子ども手当に充てるような
制度設計はすべきではない。

この要請文の担当課／市民・こども局こども本部こども支援部こども家庭課　TEL 044-200-2674

　

　　　　未定
早急な決定と恒久的な
制度構築を要請する。
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保育所整備推進及び保育所職員配置基準の 

改善に対する継続的な措置について 

                 【厚生労働省】 

■ 要請事項 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■ 要請の背景 

○ 本市では、「川崎市保育基本計画」を策定し、保育環境の整備等の充実に取り組ん

できました。計画策定後も、利用申請数が大幅に増加し、緊急対応策を講じながら、

計画の目標量を上回る事業を展開しています。また、平成２３年３月には「第２期

川崎市保育基本計画」を策定し、新たな施策目標を設定したところです。 

○ 入所受入枠の拡大を図るため、保育所の増設を推進してきたことから、運営費及

び整備費の財政負担も増大しています。また、本市においては、良好な保育環境を

確保するため、独自に国基準を上回る職員配置基準を定めています。 

  整備費の補助に関しても、社会福祉法人等が保育所を設置しやすいよう、独自に

国基準を上回る施設整備費補助を行っています。しかしながら、人口過密地域であ

る本市においては、一定の敷地面積を備えた低廉で活用できる用地の確保が困難な

状況となっており、無償による国有地の貸付制度の創設が必要です。 

 ○ 認可外保育施設は待機児童解消に大きな役割を果たしており、市単独で施設整備

費や運営費の助成を行っています。国が実施する「認可外保育施設運営費支援事業」

の対象は、児童福祉施設最低基準を満たす施設とされていますが、認可外保育施設

の大半は当該事業の対象外施設であり、地方単独施策に対する財政支援が必要です。 

１ 増大する保育ニーズに伴う保育所の増設に対応するよう、安心こども基金の継続

等、必要な財政措置を継続的に行うこと。 

２ 保育需要や保育ニーズの多様化に対応するため、認可外保育施設の充実に向けた

制度の構築を図ること。 

３ 本市における児童福祉施設最低基準を上回る職員配置基準に即した、財政措置の

充実を図ること。 

４ 電力需給対策に伴う就業時間変更に対応するため、財政措置の充実を図ること。

５ 着実な保育所整備を進めるため、国有地の無償貸与制度を創設すること。 
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 国 基 準  川崎市職員配置 基準 

保 育 士  
０ 歳 児 の こ ど も ３ 人 に 対 し 

保 育 士 １ 人  

０ 歳 児 の こ ど も ３ 人 に 対 し 保 育 士 １ 人  

※産休明けの 受入を行 う場 合は 1 人 加配 

年 休 代 替 要 員  

（ 予 備 保 育 士 ）  
０ 人  １施設に １人配置 

休 憩・ 休 息 要 員  

（ 充 実 保 育 士 ）  
０ 人  保育士４人 につき１人加配  

調 理 員  
調 理 員 を 置か な け れ ば  

な らな い （ 人 数 規 定 な し ）  

定員６０～ ９５ 人： 調理員１ 人 

定員１２ ０人： 調理員 ２人 

定員２１ ０人： 調理員 ３人 

用 務 員  

年 休 代 替 要 員  

栄 養 士  

０ 人  各々１施設 に１人配置 

 
 

川崎市保育所職員配置基準 

この要請文の担当課／市民・こども局こども本部保育課・保育所整備推進室 TEL044-200-2662

待機児童数の推移 

児 童 受 入 枠

の拡大 

民設保育所整備数及び整備事業費の推移

1,087
1,146

1,223

1,452

１８年度 １９年度 20年度 ２１年度

決算額（百万）

12,250
12,785

13,605

14,675

15,905

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

定員数（人）

1,640 1,578
1,830

3,922

11

17
21

25

0

500
1,000

1,500

2,000
2,500

3,000

3,500
4,000

4,500

H20決算 H21決算 H22予算 H23予算

0

10

20

30

40

50

決算（予算）額
【単位：百万円】

整備か所数（予定）

認可外施設整備・運営費の推移

第２期川崎市保育基本計画 

定 員 枠 の 更 な る 拡 大

4,320 人(Ｈ23～Ｈ25 整備) 

認可保育所定員数の推移

・整備費 約 50 億円 

・運営費 約 66 億円増

H20～H22 整備 

定員 3, 1 2 0 人増 

465

583

713

1,076

851

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

待機児（人）

国 基 準 運 営 費 で は 児

童 福 祉 施 設 最低 基 準

を 遵 守 し 職 員 の ロ ー

テ ー シ ョ ン を 組 む こ と

は 困 難 。 最 低 基 準 を

満 た す た め 市 独 自 の

上乗せが必要。 
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